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はじめに

　群馬県をはじめとするいわゆる地方はよく「車社会」と呼ばれ、「車が無くては生活できない」と言われています。そんな車社会の群馬県に仕事の関係で一時期住む機会があり、考えたことが2つあります。１つは「一定の条件さえ満たせば車なしで生活できないことはないこと」、もう1つは「車が無くては生活できない車社会」ということは、フリーター等「所得の低い若い世代にも車を所有し維持することを強制する社会」であること。

　今回はそんな感じたことから潜在的交通弱者という新しい概念を提案していきたいと思います。
１．低所得者増加時代～2000年代の給与動向～

表1：給与階級別給与所得者数・構成比（単位：千人、％、参照：国税庁民間給与実態統計調査）
	所得
	2000
	2005
	増加率
	2007
	シェア
	対2000増加率

	～100万円
	2,965
	3,555
	19.9%
	3,662
	8.1%
	23.5%

	100～200万円
	5,282
	6,257
	18.5%
	6,661
	14.7%
	26.1%

	200～300万円
	6,821
	7,104
	4.1%
	7,195
	15.8%
	5.5%

	～300万円合計
	15,068
	16,916
	12.3%
	17,518
	38.6%
	16.3%

	300～1000万円
	27,392
	25,873
	-5.5%
	25,580
	56.3%
	-6.6%

	1000万円以上
	2,480
	2,147
	-13.4%
	2,326
	5.1%
	-6.2%

	合計
	44,939
	44,936
	0.0%
	45,425
	100.0%
	1.1%


　表1は国税庁民間給与実態統計調査報告書より作成した、年収階層別の給与所得者数及び構成比の推移です。傾向として以下のことが読み取れます。
· 年収300万円以上の比較的高所得の層が減少しシェアを落としている

· 年収300万円以下の比較的低所得の層が増加、特に年収200万円以下の層は25％前後と激増している

最近格差社会という言葉をよく聞きますが全体的には高所得の層が減少し、若い世代を中心とした新規給与所得者の収入が増えず、低所得に苦しむ状況が見て取れると思われます。

２．車社会ということ～群馬県前橋市を参考に～

表2：群馬県前橋市通勤･通学利用交通手段（参照：2000年度国勢調査）
	　
	総数
	鉄道利用
	バス利用
	徒歩
	自転車
	オートバイ
	自家用車
	その他

	通勤･通学者数
	139,248
	7,355
	1,923
	7,739
	21,379
	2,265
	92,876
	5,210

	割合
	100.0%
	5.3%
	1.4%
	5.6%
	15.4%
	1.6%
	66.7%
	3.7%


続いて「車社会とはどんな社会か」を少し見ていきます。表2は2000年度の国勢調査における群馬県前橋市における15歳以上の人の通勤･通学の交通手段のものですが、公共交通は鉄道・バス合わせて1割に満たないのに対し、自動車は2/3を占め、学生を除くと大半の人が車を交通手段にしているのが分かります。

表3：前橋市のバス路線分類（参照：群馬県バス協会HP　、2008/10/18作成）

	　1時間当本数
	数
	累計
	割合
	累計割合
	　終バス時間帯
	数
	累計
	割合
	累計割合

	～14(0本/h）
	21
	21
	60.0%
	60.0%
	～19:59
	18
	18
	51.4%
	51.4%

	15～29(1本/h)
	9
	30
	25.7%
	85.7%
	20:00～20:59
	13
	31
	37.1%
	88.6%

	30～44(2本/h)
	4
	34
	11.4%
	97.1%
	21:00～21:59
	3
	34
	8.6%
	97.1%

	45～59（3本/h）
	1
	35
	2.9%
	100.0%
	22:00以降
	1
	35
	2.9%
	100.0%


　表3は前橋市のバス路線を本数・終バス時間帯で分類したものですが、過半数の路線が1時間に1本未満、終バスの時間帯も20：00前と通勤に使いづらいことが見て取れます。

表4:前橋市中心部商業従業員数推移（単位：人、平成14年度前橋市商業統計調査より）

	　
	94
	97
	2002
	2002/94

	市内従業員
	34,371
	33,814
	33,562
	-2.4%

	内中心部
	4,717
	4,459
	3,623
	-23.2%

	中心部シェア
	13.7%
	13.2%
	10.8%
	　


　また表3のバス路線のうち8割、28路線はJR前橋駅に乗り入れ中心市街地のアクセス路線となっているのですが、その中心市街地の衰退も大きな問題となっています。表4は商業のものですが、90年代に比べ中心市街地の雇用の1/4が失われたことが分かります。

表5：群馬の食品スーパーFRESSAYの前橋市内店舗終業時間一覧
	　
	店舗数
	累計
	割合
	累計割合

	21:00
	5
	5
	45.5%
	45.5%

	22:00
	2
	7
	18.2%
	63.6%

	22:00以降
	4
	11
	36.4%
	100.0%


　また中心市街地から出て行った商業施設に関して言えるのは、表5にもありますように深夜時間帯まで営業する店舗も多く、大半のバス路線はスーパーより早く店じまいしてしまうことです。これは商業の話ではありますが、多くの工場や主要な企業も本社機能を含めて郊外に移転していることを考えると通勤に公共交通が使えず「働く為には車が必要」という、車の保有費用が一種の人頭税と化していると言えるのです。

３．車社会の人頭税～車保有･維持費～

表6: 社会保険料、税金、車負担額まとめ（単位:円、社団法人 日本自動車工業会HP参照）

	年収300万円
	負担金額
	年収300万円車無
	負担金額
	年収200万円
	負担金額
	年収200万円車無
	負担金額

	税・社会保険
	575,111
	税・社会保険
	575,111
	税・社会保険
	364,108
	税・社会保険
	364,108

	車保有費
	465,485
	車保有費
	0
	車保有費
	465,485
	車保有費
	0

	車維持費
	400,909
	車維持費
	0
	車維持費
	400,909
	車維持費
	0

	実質可処分所得
	1,558,495
	実質可処分所得
	2,424,889
	実質可処分所得
	769,498
	実質可処分所得
	1,635,892

	月額
	129,875
	月額
	202,074
	月額
	64,125
	月額
	136,324


　車社会において車の保有、維持費はどれくらいか試算したのが表６です。実に年間86.5万円と非常に大きいのが分かります。これだけ大きいと実家から独立等、自分の生活をより良いものにするための選択肢そのものが失われてしまうのです。確かに免許を持ち日々車を運転するこういった若い低所得者は交通弱者と言われることはないですが、車保有の負担から逃げられず人生の選択肢を失う彼らは潜在的な交通弱者と言えるのではないでしょうか。

